
別添資料（民間団体） 

宮城県自死対策強化事業補助金について 

 

１ 目的 

本県では、相談、人材養成、普及啓発、地域ネットワークの強化等の基幹的な事業や、特に

必要性の高い自死対策に関し、地域の特性に応じた効率的な対策を後押しし、地域における更

なる自死対策の強化を図るため、平成２８年４月１日付けで施行した宮城県自死対策強化事業

補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に基づき、民間団体への支援を行います。 

 

２ 団体の要件 

 次の全ての要件を満たす団体とします。 

（１）目的、組織、代表者など団体の運営に必要な事項について定めがあり、かつ、非営利で活

動している民間団体であること 

（２）自死対策事業を的確に遂行できると認められる団体であること 

（３）原則として、自死対策に１年以上の活動実績を有すること（ただし、宮城県知事が認めた

場合はこの限りではない） 

（４）宗教活動、政治活動、選挙活動を目的とする活動、特定の公職者（候補者を含む）、又は政

党を推薦、支持、反対することを目的とする活動、暴力団若しくは暴力団の統制下にある

活動を目的とする団体ではないこと 

 

３ 対象事業 

交付要綱第２に定める事業とします。 

 

４ 事業実施期間 

 本年度内に実施され、完了する事業を対象とします。 

 

５ 補助対象経費等 

（１）補助金額 

 原則として１事業メニューにつき１，０００千円以内としますが、予算の範囲内で補助を行

うため、補助額が申請金額を下回る場合があることに十分御留意をお願いします。 

（２）補助対象経費 

○ 賃金（研修会等開催における設営準備に係る人件費等） 

○ 報償費（講演会、講習会、研究会等の講師謝金等） 

○ 旅費（研修会等開催において発生する講師等の旅費等） 

○ 需用費（コピー用紙・筆記用具、ガソリン代、材料費、教材等） 

○ 役務費（郵便料、運搬料、電信電話料、銀行振込手数料等） 

○ 使用料及び賃借料（研修等に使用する会場料、活動上一時的に使用する車両のレンタル代 

やその駐車料金等） 

○ 工事費（事業に必要な電話回線の工事に伴うものに限る） 

○ 備品購入費（事業の実施に必要な器具機械類等の購入費） 

○ 委託料（上記の経費に限る） 
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（３）留意事項 

イ 各府省が実施する国庫負担（補助）制度により、既に当該事業の全部又は一部について、

負担若しくは補助されている経費は本事業の対象とならないこと 

ロ 事業の実施に必要な経費を対象とし、所要額が事業内容に即していること 

ハ 経費については、社会通念上相応の単価を用い、事業内容に照らして適切な人員、回数、 

数量等を見込んで積算すること 

※特に、報償費（講師謝金単価等）については、国から効率的な執行を求められている

ため、積算に当たっては、国等の単価基準を参考に検討すること 

ニ 本事業で３０万円以上の備品を処分する場合は、耐用年数に応じて制限され、また、状

況によっては、補助金を返還させる場合があること 

ホ プロジェクターやマイクセット等の汎用性の高い備品の購入は認められないこと 

 

６ 提出方法 

 下記の書類を電子データ及び郵送にて提出してください。 

（１）交付申請書（別記様式第１号） 

（２）実施計画兼実施報告書 

（３）経費積算・支出内訳 

（４）収支予算書・精算書 

（５）暴力団排除に関する契約書 

（６）納税証明書（県税） 

（７）その他知事が必要と認める書類 

団体概要（任意様式）、所管官庁に提出している定款（寄付行為）、事業報告書、財産目

録、貸借対照表の写しを提出してください。また、任意団体においては、会則、役員名簿、

会計報告書等、相当する内容を把握できる資料を提出してください。 

 

７ 提出期限（精神保健推進室宛て） 

 令和７年７月１８日（金） 

 

８ 交付決定 

 精神保健推進室において審査を行い、採択事業を決定します。 

※内容について、申請者に対し問い合わせを行う場合があります。 

 

９ 事業実績報告書 

 補助の対象となった団体においては、事業完了後、交付要綱に定める実績報告書を作成し、そ

の成果物とともに、補助事業の完了から一月を経過した日又は知事が指定する日のいずれか早

い日までに精神保健推進室に提出してください。また、本事業を実施した団体に対しては、事

業の実施期間中又は事業完了後に必要に応じて事業の遂行状況等の調査を行うことがあります。 

   なお、実績報告書には納品書、領収書、出納帳の写しの添付を義務付けています。 

 

10 その他 

（１）参加料等の取扱 
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シンポジウム等の開催により、参加者から参加料等を徴収する場合は、「寄付金その他の収

入」に計上してください。 

（２）補助率の適用 

   実施する事業に複数の「事業メニュー」が含まれている場合には、原則「事業メニュー」ご 

とに実施経費を分割しそれぞれの事業の補助率を適用し、それぞれの事業として申請してく

ださい。なお、分割が不可能な場合は事業全体に対して低い補助率を適用して申請するもの

とします。 

 


